
 

 

 

 

資料２ 

 

関係府省庁からの報告 



火山防災対策の推進に係る
内閣府の取組について

内閣府（防災担当）

平成30年11月１5日



１．避難計画策定に係る取組みについて
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御嶽山の噴火の教訓、火山防災対策の特殊性等を踏まえ、活動火山対策の強化を図るため、火山地域の関係者が一体となっ
た警戒避難体制の整備等所要の措置を講ずる。

１．改正の背景

２．法律の概要

○ 明瞭な前兆がなく突如噴火する場合もあり、住民、登山者等様々な者に対する迅速な情報提供・避難等が必要（御嶽山噴火の教訓）
○ 火山現象は多様で、かつ、火山ごとの個別性（地形や噴火履歴等）を考慮した対応が必要なため、火山ごとに、様々な主体が連携し、

専門的知見を取り入れた対策の検討が必要

○⽕⼭災害警戒地域における警戒避難体制の整備
⽕⼭災害警戒地域の指定（第３条） 警戒避難体制の整備を特に推進すべき地域を国が指定（常時観測火山周辺地域を基本）

国による活動⽕⼭対策の推進に関する基本指針の策定（第２条）

・ 都道府県・市町村は、火山防災協議会を設置（義務）

都道府県・市町村 地方整備局等
（砂防部局）

気象台

自衛隊火山専門家

※他、環境事務所、森林管理局、交通・通信事
業者等。集客施設や山小屋の管理者も可。

観光関係団体 等

⽕⼭防災協議会（第４条）

必須構成員

必要に応じて追加

・・・関係者が一体となり、専門的知見も取り入れながら検討

協議事項

【都道府県】（第５条）
１．火山現象の発生・推移に関する情
報の収集・伝達、予警報の発令・伝
達（都道府県内）

２．右の２．３を定める際の基準
３．避難・救助に関する広域調整

等

【市町村】（第６条）
１．火山現象の発生・推移に関する情報の収集・伝達、予警報の発令・伝
達（市町村内）

２．立退きの準備等避難について市町村長が行う通報等（噴火警戒レベル）

３．避難場所・避難経路
４．集客施設・要配慮者利用施設の 名称・所在地
５．避難訓練・救助 等

【協議会の意見聴取を経て、地域防災計画に記載（義務）】

・ 噴火警戒レベルの設定、これに沿った避難体制の構築など、一連の警戒避難体
制について協議

噴火シナリオ
※噴火に伴う現象と及ぼす影響の推移
を時系列に整理したもの

火山ハザードマップ
※噴火に伴う現象が及ぼす範囲を地
図上に示したもの

噴火警戒レベル

※噴火活動の段階に応じ
た入山規制、避難等

避難計画

※避難場所、避難経路、
避難手段等を示したも
の

警察 消防

○⾃治体や登⼭者等の努⼒義務（第11条）
○⽕⼭研究機関相互の連携の強化、⽕⼭専⾨家の育成・確保（第30条）

・自治体による登山者等の情報把握の努力義務を新たに規定
・登山者等の努力義務（火山情報の収集、連絡手段の確保等）を新たに規定

【市町村長の周知義務】（第７条）

火山防災マップの配布等により、避難場所等、円滑な

警戒避難の確保に必要な事項を周知

【避難確保計画の作成義務】（第８条）

集客施設（ロープウェイ駅、ホテル等）や要配慮者利

用施設の管理者等による計画作成・訓練実施

改正活⽕⼭法における避難計画策定の位置付け
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火山災害警戒地域における火山防災対策の取組状況⽕⼭災害警戒地域における⽕⼭防災対策の取組状況

※５

※５

※６

※６

※５ 平成30年5月作成 ※６ 平成30年5月導入

（46※７） （41※７）

※７ 平成30年4月1日以降に作成・導入されたものを加えた数 3



市町村地域防災計画等における避難計画に係る記載状況①

○ 登山者等向け（噴火警戒レベル
２、３発表時等）の対策、住民
者等向け（噴火警戒レベル４、
５発表時等）の対策ともに平成
２８・２９年に比較して策定が
進んでいる。

○ 全体の約９割の市町村で少なく
とも１項目以上が記載されている。

○住民者等向け（噴火警戒レベル
４、５発表時等）の対策につい
ては、約６割の市町村で６項目
記載されている。

登⼭者等向け（噴⽕警戒レベル２、３発表時等）の対策

住⺠等向け（噴⽕警戒レベル４、５発表時等）の対策

※活火山法第６条第１項第１、２、３、４、６号の各項目
・第１号警報等の伝達等に関する事項
・第２号避難のため措置に関する事項
・第３号避難施設・避難場所
・第３号避難路・避難経路に関する事項
・第４号避難訓練の実施に関する事項
・第６号救助に関する事項

策定項⽬数の推移

45 32 21 16 10 6 25

64 36 19 7 9 2 18

89 25 13 4 7 2 15

6項⽬ 5項⽬ 4項⽬ 3項⽬ 2項⽬ 1項⽬ 0項⽬

13 21 13 14 7 12 40

27 25 15 12 8 10 23

52 19 10 11 8 4 16

6項⽬ 5項⽬ 4項⽬ 3項⽬ 2項⽬ 1項⽬ 0項⽬

市町村数

市町村数 4



市町村地域防災計画等における避難計画に係る記載状況②

○ 登山者等向け（噴火警戒レ

ベル２、３発表時等）の対策、

住民者等向け（噴火警戒レベ

ル４、５発表時等）の対策と

もに、すべての項目で、平成

２８・２９年に比較して記載

が進んでいる。

項⽬別の策定状況の推移

登⼭者等向け（噴⽕警戒レベル２、３発表時等）の対策

住⺠等向け（噴⽕警戒レベル４、５発表時等）の対策

2016

2017
2018

2016
2017 2018

市町村数

市町村数

警報等の伝達等 避難のための措置 避難施設・避難場所 避難路・避難経路 避難訓練の実施 救助

警報等の伝達等 避難のための措置 避難施設・避難場所 避難路・避難経路 避難訓練の実施 救助 5



各火山地域が抱えている個別の課題の検討内閣府による各⽕⼭地域の避難計画策定に対する⽀援
各火山地域の避難計画策定の取組を支援するため、平成２８年度は１７火山、平成２９年度は１２火
山について地方公共団体と協働して避難計画を検討。平成３０年度は１２火山について検討を実施中。

平成２８年度

課題 火山名

①火口近傍
の登山者・
観光客の避
難計画の策
定

倶多楽
八甲田山
秋田焼山
焼岳
雲仙岳

②市街地を
含む具体的
な避難計画
（要援護者含
む）の策定

岩木山
岩手山
浅間山
鶴見岳・伽藍岳

③複数の想
定（火口／シ
ナリオ）によ
る避難計画
の策定

アトサヌプリ
雌阿寒岳
有珠山
鳥海山
霧島山

④離島から
の島外避難
計画の策定

薩摩硫黄島
口永良部島
諏訪之瀬島

地方公共団体、内閣府等による
打合せの様子

現地調査（登山道や避難所など）
の様子

平成２９年度

課題 火山名

①火口近傍
の登山者・
観光客の避
難計画の策
定

岩木山
鳥海山
鶴見岳・伽藍岳
吾妻山
磐梯山
安達太良山
乗鞍岳

②市街地を
含む具体的
な避難計画
（避難行動要
支援者を含
む）の策定

樽前山
八甲田山
秋田焼山

③多数の観
光客（インバ
ウンド含む）
の避難計画
の検討

富士山
伊豆東部火
山群

平成３０年度

課題 火山名

①火口近傍の
登山者・観光
客等に関する
避難計画の検
討

大雪山
恵山
日光白根山
弥陀ヶ原

②居住地にお
ける住民・観
光客等に関す
る避難計画の
検討

吾妻山
安達太良山
磐梯山
鶴見岳・伽藍岳
雲仙岳

③突発的な噴
火対応等に関
する避難計画
の検討

那須岳

④複数の火口
が同時に活発
化した場合の避
難計画の検討

草津白根山
霧島山

○この他、専門的知見を持った火山防災エキスパートの派遣、火山防災協議会等連絡・
連携会議の地域グループ会合等を通じて、避難計画策定の推進・充実を図る。 6



■解説編

・避難計画の目的、検討の手順・体制

・手引きの活用方法

■計画作成編

・避難計画に定めるべき事項とそのポイントを示し
具体的に解説

・市町村や協議会構成機関が対応する事項を箇
条書きで記載

■参考資料

・火山防災の基礎知識
⇒ 火山防災に関する基本的な事項についての解説

・事例集
⇒ 噴火時等の避難計画、火山防災訓練、噴火時

等の対応の事例を収集

「噴火時等の具体的で実践的な避難計画策定の手引き」

◯はじめに

・本手引きは市町村が行う事項を中心に、
協議会構成機関が行う事項について解説

ダイジェスト版

・手引きの解説編、計画作成編、参考資料の主要
な部分を抜粋し整理

「手引き」のダウンロードはこちらから
http://www.bousai.go.jp/kazan/shiryo/index.html
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噴火警戒レベルが事前に引き上げられた場合の避難対応

火
山
活
動
の

推
移

（
「
噴
火
警
戒
レ
ベ

ル
」
の
引
上
げ
）

「
噴
火
警
報
」

火
山
の
観
測

気
象
庁

通
常
の
火
山
活
動

都
道
府
県

避
難
促
進
施
設

（
火
口
近
く
に
位
置
す
る
）

避
難
誘
導

噴火警戒レベル１

市
町
村

避
難
促
進
施
設

（
居
住
地
域
に
位
置
す
る
）

火
口
周
辺
規
制
の
実
施

臨時の解説情報 噴火警戒レベル２ 噴火警戒レベル３ 噴火警戒レベル４ 噴火警戒レベル５

火
山
活
動
の
活
発
化

火口周辺に影響を及ぼす
噴火が発生すると予想さ
れる

居住地域の近くまで重大な
影響を及ぼす噴火が発生す
ると予想される

居住地域に重大な被害を及
ぼす噴火が発生すると予想
される

居住地域に重大な被害を
及ぼす噴火が切迫してい
る状態にある

レ
ベ
ル
を
引
き
上
げ

る
か
判
断

火
山
の
現
地
観
測
を

実
施

（
「
噴
火
警
戒
レ
ベ

ル
」
の
引
上
げ
）

「
噴
火
警
報
」

（
「
噴
火
警
戒
レ
ベ

ル
」
の
引
上
げ
）

「
噴
火
警
報
」

（
「
噴
火
警
戒
レ
ベ

ル
」
の
引
上
げ
）

「
噴
火
警
報
」

噴火警戒レベルの引上げ
の基準に至らない火山活
動の変化を観測した場合

火
山
の
現
地
観
測
を

実
施

火
山
の
現
地
観
測
を

実
施

火
山
の
現
地
観
測
を

実
施

火
山
の
現
地
観
測
を

実
施

・
住
民
、
登
山
者
等
へ

の
情
報
伝
達

・
情
報
の
集
約

≪情報連絡体制≫ 登
山
者
等
の
避
難
誘
導

火
口
周
辺
規
制
の
実
施

登
山
者
等
の
避
難
誘
導

入
山
規
制
の
実
施

登
山
者
等
の
避
難
誘
導

・
市
町
村
へ
の

情
報
伝
達

・
情
報
の
集
約

≪警戒体制≫

・
住
民
等
へ

の
情
報
伝
達

・
情
報
の
集
約

・
登
山
者
等
の

帰
宅
支
援

≪警戒体制≫ 避
難
準
備
情
報
の
発
表

要
配
慮
者
の

避
難
誘
導

避
難
所
の
開
設

・
市
町
村
へ
の

情
報
伝
達

・
情
報
の
集
約

≪非常体制≫

・
住
民
等
の
情
報
伝
達

・
情
報
の
集
約

≪非常体制≫
避
難
の
勧
告
・
指
示

住
民
等
の
避
難
誘
導

避
難
誘
導

状
況
を
市
町
村
と

共
有

状
況
を
市
町
村
と

共
有

避
難
誘
導

避
難
の
呼
び
か
け

登
山
者
等
へ
の
情

報
提
供

状
況
を
市
町
村
と

共
有

避
難
の
呼
び
か
け

登
山
者
等
へ
の
情

報
提
供

避
難
誘
導

状
況
を
市
町
村
と

共
有

避
難
誘
導

避
難
の
呼
び
か
け

状
況
を
市
町
村
と

共
有

要
配
慮
者
へ
の

避
難
の
呼
び
か
け

要
配
慮
者
の

避
難
準
備
の
呼
び
か
け

住
民
等

避
難
準
備

要
配
慮
者

の
避
難

住
民
の
避
難

要
配
慮
者
の

避
難
準
備

住
民
等
へ
の
情
報

提
供

住
民
等
へ
の
情
報

提
供

異
常
現
象
の
通
報

避
難
の
呼
び
か
け

登
山
者
等
へ
の
情
報

提
供

こ
の
段
階
で
実
施
さ
れ
る
場
合
も
あ
る

噴
火
警
戒
レ
ベ
ル
引
上

げ
の
基
準
に
達
す
る

噴
火
警
戒
レ
ベ
ル
引
上

げ
の
基
準
に
達
す
る

噴
火
警
戒
レ
ベ
ル
引
上

げ
の
基
準
に
達
す
る

噴
火
警
戒
レ
ベ
ル
引
上

げ
の
基
準
に
達
す
る

「
臨
時
の
解
説
情

報
」

・
市
町
村
へ
の

情
報
伝
達

・
情
報
の
集
約

≪情報連絡体制≫

住
民
等
へ
の
情
報

提
供

：
情
報

：
関
係
機
関
の
対
応
事
項

：
避
難
対
象
者
が
行
う
事
項

凡例

登
山
者
等

規
制
範
囲
外

へ
避
難

規
制
範
囲
外

へ
避
難

規
制
範
囲
外

へ
避
難

8



突発的に噴火した場合（噴火警戒レベル１→２又は３）

：
情
報

：
関
係
機
関
の
対
応
事
項

：
指
示
を
受
け
て
避
難
対
象
者
が
行
う
事
項

凡例

：
指
示
を
ま
た
ず
自
ら
対
応
す
べ
き
事
項

噴
火
後
の
速

や
か
な

「
噴
火
速

報
」

火
山
活
動

の
推
移

（
「
噴
火
警

戒
レ
ベ
ル
」

の
引
上
げ
）

「
噴
火
警

報
」

火
山
の

観
測

気
象
庁

通
常
の
火
山

活
動

噴
火

発
生明瞭な前兆がなく

突発的に噴火

都
道
府
県

避
難
促
進

施
設

（
火
口
近
く
に

位
置
す
る
）

住
民
等

緊
急
退
避
の

呼
び
か
け
・

実
施

緊
急
退
避
の

状
況
整
理

状
況
を
市
町

村
と
共
有

避
難
所
等
へ

の
避
難
誘
導

噴
火

の
認
知

入
山
規
制
又
は
火
口
周
辺
規
制

の
実
施

避
難
状
況
を

市
町
村
と
共

有

噴火警戒レベル１

市
町
村

避
難
促
進

施
設

（
居
住
地
域
に

位
置
す
る
）

噴
火
の
認
知

噴火警戒レベル２又は３

住
民
等
へ
の

情
報
提
供

異
常
現
象
の
通
報

避
難
促
進
施
設

か
ら
情
報
収
集

避
難
誘
導
の
支
援

緊
急
退
避
後
の
避
難
誘
導

の
実
施
に
つ
い
て
検
討

緊
急
退
避
後

の
避
難
の
実

施
に
つ
い
て

検
討

非常体制

市町村への情報
伝達

非常体制

住民、登山者等へ
の情報伝達

登
山
者
等

緊
急
退
避

避
難

※突発的に噴火した場合（噴火警戒レベル２又は３→５）は省略 9



避難計画の主要な項⽬である避難対象地域、避難経路、避難場所等及
び避難所等を検討する具体的な⼿順

「⼿引き」の【計画策定編】の項⽬ごとの、各⽕
⼭地域における具体的な記載事例とそのポイント

避難計画策定の取組み事例集

「いつ」「どこから誰が」「どこへ」「どうやって」避難するかの、
具体的な検討⼿順を知りたいときは・・・

避難計画として、具体的にどのようにまとめたら
よいか知りたいときは・・・

各⽕⼭地域における先進的な検討事例⽕⼝周辺地域の登⼭者・観光客等
の避難に関する検討⼿順

避難計画策定の取組み事例集

居住地域における具体的
な避難計画検討⼿順

⽕⼝周辺地域における具
体的な避難計画検討⼿順

他⽕⼭の検討における、課題解決の考え⽅や
検討のポイントを知りたいときは・・・

噴⽕警戒レベル２〜３での避難 噴⽕警戒レベル４〜５での避難

⼭麓〜居住地域の住⺠・観光客等
の避難に関する検討⼿順

「噴⽕時等の具体的で実践的な避難計画策定の⼿引き」に基づき避難計画を検討する際の、具体的な検討⼿順、検討結果の
避難計画へのまとめ⽅、検討のポイントを、これまでの協議会を構成する地⽅公共団体との避難計画の協働検討の取組み事例
を⽤いて紹介。

噴⽕時等の具体的で実践的な避難計画策定の⼿引き

＜避難計画策定における課題＞
・避難計画の検討における、必要な基礎データの整理、
ハザードマップを踏まえた対象地区ごとの安全な避難
⽅法の検討の具体的な進め⽅がわからない。

・検討した結果の避難計画へのまとめ⽅がわからない。

各⽕⼭ごとに設置される⽕⼭防災協議会において避難計画を作成する際の参考として、避難計画に定めるべき項⽬ごとに、
重要となる事項やポイントとなる点、⽕⼭または⽕⼭地域の特性に応じて特に留意すべき点等を解説。

避難計画策定に
おける課題を踏まえて
追加作成

実践的な避難計画策定のための検討⼿順 標準的な避難計画の記載事例

先進的な検討事例

「取組み事例集」のダウンロードはこちらから ⇒ http://www.bousai.go.jp/kazan/shiryo/index.html 10



事例集のねらい
○平成27年の活動⽕⼭対策特別措置法の改正を受けて、平成28年「噴⽕時等の具

体的で実践的な避難計画策定の⼿引き」（以下、「⼿引き」という）を改訂しました。

○各⽕⼭地域においては、⽕⼭単位の統⼀的な避難計画策定の取組みが進められて
おり、内閣府では、これを⽀援するため、平成28年度より、⽕⼭防災協議会を構成す
る地⽅公共団体との避難計画の協働検討の取組みを実施してきました。

○これらの避難計画策定の取組みの中で、
・避難計画の検討における、必要な基礎データの整理、ハザードマップを踏まえた対
象地区ごとの安全な避難⽅法の検討の具体的な進め⽅がわからない。

・検討した結果の避難計画へのまとめ⽅がわからない。

といった計画策定を進める上での課題が挙げられました。

○これらの課題を踏まえ、「⼿引き」に基づき避難計画を策定する、または⾒直す際の検
討の参考となるよう、具体的な検討⼿順、検討結果の避難計画へのまとめ⽅、検討
のポイントを、これまでの⽕⼭防災協議会を構成する地⽅公共団体との避難計画の
協働検討の取組み事例等を⽤いて紹介します。

11



 ⽕⼭防災協議会を構成する地⽅公共団体の間で、噴⽕時において整合のとれた対応をとる
ためには、⽕⼭防災協議会において「⽕⼭単位」で避難計画を検討することが必要です。

 ⽕⼭防災協議会を構成する地⽅公共団体において、 「噴⽕時等の具体的で実践的な
避難計画策定の⼿引き」の計画策定編の下記項⽬に関する事項（登⼭道での情報伝
達⼿段や規制箇所、下⼭後の避難先等）について具体的な検討を⾏う際には、協議会
の構成機関間で共通の考え⽅により避難対象地域や避難対策を整理・検討し、その過
程も含めて共有しながら進める必要があります。

 本検討⼿順は、平成28年度からの内閣府と協議会を構成する地⽅公共団体による避
難計画の協働検討の取り組み結果を踏まえ、⽕⼝周辺地域における登⼭者・観光客等
の避難計画を検討する際の、主要項⽬の具体的な検討⼿順について整理したものです。

「噴火時等の具体的で実践的な避難計画策定の手引き」における対応項目

第１章 計画の基本的事項の検討
１．火山現象と対象地域
（３）火口周辺規制と入山規制の範囲(p.17)

第２章 事前対策
３．避難のための事前対策
（２）指定緊急避難場所の指定(p.29)
（３）指定避難所の指定(p.30)
（４）避難経路の設定(p.30)
（５）避難手段の確保(p.31)

⽕⼝周辺地域における検討⼿順について

※ 本⼿順は、噴⽯、⽕砕流時の避難計画の検討で実践したものです。

検討⼿順

12



手順に沿って検討する内容
・規制方法（噴火警戒レベルごとの規制箇所・実施者・実施完了までの時間等）

・主要滞留スペース（山小屋等の避難促進施設、山頂、登山道の休憩地点等）

・登山者等への情報伝達手段

・下山ルート（避難経路）

・下山後の登山者等の収容拠点となる避難所等（施設名、収容可能人数、移送の実施者）

検討する内容

※地⽅公共団体で作成した避難計画案に
ついては、観光関係団体・施設管理者
等の意⾒を得ながら、合意形成を図る
ことが望ましい。

協議会を構成する地方公共団体等が集まって、
ワークショップ形式で検討することが有効です。

検討⼿順

13



避難計画の検討の流れ

ウ．規制範囲内での情報伝達体
制・⼿段の整理

エ．避難経路の整理

オ．下⼭ルートへ誘導するための
情報伝達内容の整理

カ．下⼭者の避難所等の整理

キ．残留者の確認

●⼈が常駐している施設の位置、多くの登⼭者・観光客が集
まる場所を確認し、情報伝達体制・⼿段を整理しましょう。
☛確認事項
『主要滞留スペース』『情報伝達⼿段』
『主要施設』『管理者』『連絡先』

●主要滞留スペースごとに、地図上で、想定⽕⼝から遠ざか
る⽅向に下⼭ルート（→）を書き込みましょう。

●情報伝達⼿段別に、特徴を踏まえ簡素で分かりやすい伝達
内容としましょう。

●下⼭者の避難先、移送⽅法を決めましょう。
☛確認事項
『施設名』『収容可能⼈数』『住所』『連絡先』
『移送実施者（依頼先）』『連絡先』

●登⼭届との照合⽅法を整理し残留者の確認⽅法を決めま
しょう。

☛確認事項
『登⼭届ポスト有無・位置』『web届の有無』『登⼭届情
報の管理者、連絡先』『逃げ遅れた避難者の確認』

イ．図を⽤いた基礎情報の整理
●図を⽤いて、規制⽅法、情報の連絡系統を確認しましょう。
☛確認事項
『対象とする⽕⼭現象』『規制箇所』『規制の実施者』
『実施完了までの時間』『連絡系統』『避難所等』

検討の流れ 検討の内容

ア．資料の収集 ●検討に⽤いる資料を収集しましょう。

検討⼿順
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＜検討のヒント＞
・基本的には、規制は登山道等の管理

者が行います。
・登山道等の管理者が不明の場合でも、

規制の実施者を明確にしましょう。
・効果的な規制のために、登山道の入

り口から規制するなど、火山現象の
影響範囲を超えて広めに規制ポイン
トを設定する場合もあります（この
際、事業者の業務、居住者の生活へ
の影響に留意しましょう）。

磐梯山での検討例

イ．図を⽤いた基礎情報の整理② ー規制箇所と実施者ー

イ．図を⽤いた基礎情報の
整理

●規制⽅法、情報の連絡系統を確認しましょう。
☛確認事項
『対象とする⽕⼭現象』『規制箇所』『規制の実施者』
『実施完了までの時間』『連絡系統』『避難所等』

 規制の実施者を検討するため、各
登山道・登山口の管理者（市町村、
県、不明など）を確認する。

 登山道等に立入れないよう、規制
箇所を決める。

 登山道等の規制の実施者を決める。

噴火警戒レベル２・３発表時に、各登山道・登山口の規制を実施できるように
登山道等の管理者を明確にし、規制箇所と実施者を決めましょう。

検討⼿順
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避難対象地域
（地区単位）

避難の
段階

（レベル）

対象
現象

世帯数
（世帯）

避難対象地域（地
区単位）内の⼈数

（⼈）

避難⾏動
要⽀援者
（⼈）

誘導を
⾏う者

避難
⽅向

Lv5

要⽀援者

Lv4

Lv5

要⽀援者

Lv4

714
⼭⼭地区

泥流 72 181 8
消防団
第1分団 A

D715
川川地区

泥流 420 1,260 15
消防団
第2分団

エ．避難⽅向の検討

エ．避難⽅向の検討
●⽕⼭ハザードマップを⾒て、避難⽅向の考え⽅を整理しましょう。
●⼤判地図で⼤まかな避難⽅向を設定しましょう。
●避難対象地域（地区単位）ごとに避難⽅向を整理しましょう。

ハザードマップ全体を⾒て、
おおまかな避難⽅向を検討
し、⽅向に記号付けします
（試⾏錯誤できるように付
箋で検討するとよい）。

⽕⼭ハザードマップ全体を見て、
避難方向の考え方を整理しましょう。

例）融雪型火山泥流の場合
・泥流の流下方向に対して、直交方向に避難する

ことを基本としましょう。
・避難途中に川を渡らないようにしましょう。

但し、予想される泥流の水深に対して十分な高
さや強度等の安全性が確保されている橋梁は使
用してもよい場合があります。

・泥流の流下方向と同じ方向にしか地区外へ避難
する経路がない地区は、地区内の高台等への避
難ができる可能性などを検討しましょう。

⼤判図⾯

避難対象地域（地区単位）
ごとに避難⽅向を整理しま
しょう。

避難対象地域（地区単位）のとりまとめ様式に記⼊する例

検討⼿順
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記載事例のページ構成

記載事例として収集した
避難計画等

火山避難計画の
記載事例

17

記載事例が該当する

「手引き」の記載すべき
事項（計画編の目次）

記載事例につい
て、検討の背景や、
着目点に対する
考え方の解説

記載事例の内容
について、検討
におけるポイント

を解説

避難計画の記載
を検討する際に、
着目すべき点

活動火山対策特別措置
法第６条第１項で市町村
地域防災計画に定める
べきとされている第１、２、
３、４、６号のうち、記載事
例が該当する項目
・警報等の伝達等
・避難のための措置
・避難施設・避難場所
・避難路・避難経路
・避難訓練の実施
・救助

避難計画の記載にあたっては、記載事例を参考に、各火山地域の
特性や実情に合わせて整理することが重要

記載事例
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避難対象地域の人口を踏まえた避難所の指定

第２章 事前対策

３．避難のための事前対策
（３）指定避難所の指定

被害想定の影響範囲が噴火現象
によって異なり、避難対象地域が
広がる場合に備え、各現象別に
避難所を整理、指定している。

蔵王山（蔵王町）のケース

各避難対象地域（地区単位）
等での避難所設定の際、避
難経路の安全性も考慮して
いる。

浸水範囲からの避難が容易な経
路を避難経路に指定。浸水しない
施設を避難所として明示している。

避難対象地域内の人数を試算しておき、施設として収容
可能かどうかを確認および地区別の割当てについても
検討しておくことが重要である。

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

⇒避難施設・避難場所
⇒避難路・避難経路

記載事例

18



【Ａ】避難対象地域からの避難ルート（路線名）を明文化
【Ｂ】複数の避難経路からの避難方向を明確化

第２章 事前対策

３．避難のための事前対策
（４）避難経路の設定

避難対象地域から避難所等までの安全な避難経路を設定する際、避難路が複数存在する場合は、避難方向を
示すことも有効である。

【Ａ-１】避難対象地域ごと

に、避難ルートとなる路線
名を明示している。

御嶽山（御嶽山火山防災協議会）のケース

事例のポイント

検討における着目点「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

⇒避難路・避難経路

御嶽山火山防災計画（平成28年3月：御嶽山火山防災協議会）

【Ｂ】避難対象地域によっては、避難経路が複数存
在するため、避難方向を矢印で明示している。

【Ａ-２】一時集合場所

に立寄り後、避難所
へ避難する方針とし
ている。

融雪型火山泥流の流下方向

御嶽山の噴石・火砕流・融雪型火山泥流の到達範囲予想図

着目点についての
記載箇所の解説

記載事例
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記載事例
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記載事例
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●島外避難の主な避難手段は町営フェリーが中心だが、下記に留意が必要
➢台風の接近などの悪天候時には、町営フェリーの船舶が活用できない可
能性がある。

➢フェリーが遠くにある場合、島に着くまでに最大で３時間程度を要する。

○地域における状況・条件等

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）
３. 広域避難 （２） 避難手段の確保

島しょ部の火山地域では、全島避難の場合、船舶による避難が中心
となる。＜中略＞避難港の指定や船舶の運用において、天候または
気象条件が大きく影響することにも留意する必要がある場合がある。

【検討のポイントと関係する手引きの記載】

口永良部島避難計画作成のポイント（離島からの島外避難）

●島内での一時避難場所については、火山現象の影響範囲外に位置し、

2015年の噴火の際や訓練等でも活用していた番屋ヶ峰避難所を基本の
一時避難場所としたが、湯向地区についてはハザードの影響範囲内を通

らないように地区内の公民館を一時避難場所とした。

○避難計画のポイント

【島外への避難方法の検討】
●島外避難に、常にフェリーが活用できるかを確認するために、フェリー
の島までの距離、天候、噴火警戒レベルの引上げなどの状況を、下の

図のように６ケースに整理した。
●併せて、危険区域の確認や孤立する地区がないか、港等まで経路の

安全性を確認するために、ハザードマップ上で確認するとともに、現地
調査を実施し、図面上ではわかりにくい道路の状況や火山との位置関

係や距離感なども確認し、検討を実施した。

〈島外避難手段の検討ワークシート〉

【検討の結果】
●フェリーが着岸できる港は、本村港のみだが、ハザードの影響範囲
内に位置しており、特に突発的なレベル５への引き上げやフェリーが

島から遠い場合などに本村港でフェリーを待つのは危険である。
➢そのため、いずれのケースでも、まずは身の安全を確保するた

めに、ハザード外の安全な場所へ一時避難が必要である。

●一時避難のために、避難場所等を定めておく必要がある。
➢港に近い金岳小学校・金岳中学校が候補として考えられたが、

ハザードの影響範囲内に位置することから、影響範囲外に位置
し2015年の噴火の際に活用された番屋ヶ峰避難所とした。

●悪天候の場合は、フェリーが活用できない。

➢その場合、海上保安庁や自衛隊に船舶やヘリなど避難手段の
支援を要請するなどの対応を、状況に応じて関係機関と協議し

決定する必要がある。

●島の東側に位置する湯向地区は、本村港に向かう際、火山に近づ

きハザードの影響範囲内を通る必要があり、危険である。
➢危険な箇所を通らず島外避難するために、番屋ヶ峰避難所や

本村港に向かわず、湯向地区内の公民館に一時避難を行い、
湯向港から漁船も含む船舶・ヘリで島外避難を行う。

本村港

〈ハザードマップ〉

湯向地区

番屋ヶ峰避難所

●火山活動や天候に応じた避難手段の確保や島内避難の継続の考え方
を整理した結果、天候等の状況に関わらず、まず島内で一時避難をする

こととし、天候や火山活動の状況に応じて、フェリーやヘリ等による避難
の実施を検討することとした。

ハザードの影響範囲を通らないよう、
地域内の公民館を一時避難場所に。

基本の一時避難場所

○検討内容

検討事例
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第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）
１.噴火警戒レベルが事前に引き上げられた場合の避難対応
（４）④要配慮者の避難誘導・住民等の避難準備（噴火警戒レベル４）
（５）⑤住民等の避難誘導（噴火警戒レベル５）

噴火警戒レベル４引上げ以降は、避難準備情報が発表され、要配慮者
には避難を呼びかけ、住民等には準備・避難を求めることになる。

岩手山避難計画作成のポイント（居住地域での段階的な避難誘導）

●火山現象の影響（ここでは主に融雪型火山泥流）を受けないところで、かつ
住民が短時間で避難が可能な場所を指定緊急避難場所に指定した。また、
被害の長期化を想定し、安全な地域（周辺の市町村を含む）の指定避難所
を避難先とすることで、すべての避難者を収容できるようにした。

【検討のポイントと関係する手引きの記載】

●居住地域への主な被害は融雪型火山泥流であり、下記に留意が必要
➢指定緊急避難場所への避難の後、最寄りの指定避難所だけでは、多く

の指定避難所で避難者数が施設の収容規模を大きく上回るため、遠方
の指定避難所への誘導が必要となる場合がある。

○地域における状況・条件等

○検討内容

【居住地域における避難方法の検討】
●噴火に伴う被害の影響範囲を整理の上、避難対象地域（地区単位）の避難
者数および指定緊急避難場所等の検討を行った。

●指定緊急避難場所等への避難経路を整理し、移動手段について検討した。

【検討の結果】
●被害が長期化することを想定した場合、最寄りの指定避難所だけでは収容能
力に限界があることから、より遠方の指定避難所へ誘導する必要がある。
➢被害が長期化する場合、各避難対象地域（地区単位）から最寄りの指定避

難所だけでなく、さらに遠方の指定避難所を含めてすべての避難者を収容
できるよう指定緊急避難場所から避難誘導することとした。

●指定緊急避難場所等への経路は住宅街の細い道を通る必要があり、車両等
を活用した避難では渋滞等により迅速に避難できない可能性がある。
➢移動手段は徒歩を原則とした。また、できるだけ自主防災組織を中心として、

一定の地域や事業所単位ごとに集団で避難行動を行うよう呼び掛けること
とした。

➢広域一時滞在等による他の市町村への集団避難を行う場合は、移動手段
としてバス等を確保することとした。

○避難計画のポイント

検討結果報告

岩手山火山避難計画
（H30.3 岩手山火山防災協議会）

●避難行動について、車両等による避難は渋滞等により迅速な移動が困難となる
ことが想定されるため、徒歩を原則とした。また、広域一時滞在等により集団避難
を行う場合は、バス等の移動手段を確保することとした。

検討の様子

指定緊急避難場所への経路。

すべての避難者を収容できるよう
に、避難後、周辺の市町村を含む
指定避難所へ誘導することとした。

検討事例
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【支援内容】
・協議会等の設置、運営等の支援
・各火山の地域防災計画、火山防災マップ等
の作成支援

・地方公共団体の長及び職員への研修
・防災訓練実施の支援 等

【内閣府火山防災エキスパート（平成３０年３月現在）】
○池谷 浩 （（一財）砂防・地すべり技術センター研究顧問）
○岩田 孝仁 （静岡大学防災総合センター長／教授）
○杉本 伸一 （三陸ジオパーク推進協議会上席ジオパーク推進員）
○田鍋 敏也 （壮瞥町教育委員会教育長）
○土井 宣夫 （岩手大学地域防災研究センター客員教授）

【派遣実績（平成２１年１０月～平成３０年１０月末】
○２２火山で５４回の派遣を実施

○ 平成２９年度は、白山、浅間山、御嶽山の３地域からの依頼に基づき、火山防災エキスパート
等を派遣

○ 講演や避難訓練の講評等において、実際に地方公共団体や国の機関で噴火時等の防災対応
に当たった経験や、火山現象やハザードマップ等に関する専門知識を提供することにより、各火
山協議会の火山防災対策の立案等を支援

講演（浅間山）

図上訓練（御嶽山）

派遣時の様子

専⾨家による⽕⼭地域への⽀援（⽕⼭防災エキスパート制度）

火山防災エキスパートの派遣手続き、過去の派遣実績はこちら
http://www.bousai.go.jp/kazan/expert/index.html 24



【概要】

 日時 平成30年2月16日13:30-15:30
 場所 長崎県庁

【次第】

１．開会挨拶、会合趣旨の説明

２．内閣府の取組紹介

３．各火山防災協議会の取組紹介

４．課題の共有及び課題解決に向けたグループ

討論

５．閉会

【現地見学】

１．雲仙岳火山防災協議会

２．長崎県庁舎内防災関連設備

【概要】

 日時 平成30年2月22日10:30-15:00
 場所 長野県松本合同庁舎

【次第】

１．開会挨拶、会合趣旨の説明

２．市町村等の火山防災対策推進に関する課題

解決のためのグループ討論グループ討論

３．本白根山噴火における関係機関の対応報告

４．地域一体となって火山防災対策を推進するた

めのグループ討論

５．閉会

【現地見学】

御嶽山火山防災マイスター制度事前講習会

九州地域 関東・中部・甲信越地域

会議の様子 グループ討論の様子 グループ討論用結果現地見学の様子

地域グループ会合（平成29年度 九州地域、関東・中部・甲信越地域）
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２．火山防災行政に係る検討会（報告）について

（協議会及び火山専門家の役割）
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火山防災対策会議の充実を図る方策等の検討（火山防災行政に係る検討会）

【学識委員】

・伊藤 順一 産業技術総合研究所地質調査総合センター

活断層・火山研究部門 副研究部門長

・大野 宏之 (一財)砂防・地すべり技術センター

専務理事（兼）砂防技術研究所長

・関谷 直也 東京大学大学院情報学環

総合防災情報研究センター 特任准教授

・西出 則武 東北大学大学院理学研究科 特任教授

・西村 太志 東北大学大学院理学研究科 教授

・森田 裕一 東京大学地震研究所 教授 座長

【行政委員】 ※ 関係省庁及び国立研究開発法人

内閣府 ：政策統括官（防災担当）付

参事官（調査・企画担当）

消防庁 ：国民保護・防災部防災課長

文部科学省：研究開発局地震・防災研究課長

国土交通省：水管理・国土保全局砂防部砂防計画課長

気象庁 ：地震火山部管理課長

火山防災対策会議の充実を図るための方策および火山防災施策の全体調整を行う
具体的な仕組みについて検討する目的で、有識者、関係省庁、研究機関の委員からな
る「火山防災行政に係る検討会」（H29.3）を設置。

具体的には、「あるべき火山防災体制」について、関係機関の連携を強化し一体的に
火山防災を推進するため、長期的なビジョンを見据えた当面の火山防災対策会議の充
実を図る方策を検討。また、「緊急時の協議会および協議会の火山専門家の役割」に
ついて、火山活動が活発化した際の協議会の枠組み等の活用方策を検討。これら検討
結果についてとりまとめを行った。

⽕⼭防災対策会議の充実を図る⽅策等の検討（⽕⼭防災⾏政に係る検討会）⽕⼭防災対策会議の充実を図る⽅策等の検討（⽕⼭防災⾏政に係る検討会）
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現状の火山専門家の委嘱状況現状の火山専門家の委嘱状況

 火山防災協議会は、活火山法上、平常時に警戒避難体制の整備を行うことを目的とした組織である

が、この枠組みを平常時以外において活用することは、円滑な対応をとる上でも有効。火山の場合、

噴火災害までには至らず火山活動が活発化した状態で留まるなど、災害時と平常時の中間的なケー

スも多く、その場合には通常、協議会が幅広く対応している。

 協議会の火山専門家の役割を委嘱関係の中で明確化しておくことは、いざというときに自治体等が専

門家から円滑に助言を受けられるという観点に加え、平常時以外の専門家の助言行為が専門家個人

としての活動ではなく自治体等の公務の一部として明確化するためにも重要。各協議会は、協議会及

び火山専門家について、平常時以外も含めた役割を明確にしておくことが望ましい。

緊急時の協議会および協議会の⽕⼭専⾨家の役割緊急時の協議会および協議会の⽕⼭専⾨家の役割

平常時 緊急時

国

自治体

噴火予知連絡会での委嘱
（委員、部会、総合観測班等）

火山防災対策会議の委嘱

火山防災協議会の委嘱

噴火予知連絡会での委嘱
（委員、部会、総合観測班等）

役割を明確に
しておくこと
が望ましい※

現状の火山専門家の委嘱状況

※ さらに総合的な対応を求める場合には、非常勤職員として採用することも考えられる。

火山防災行政に係る検討会(報告）
【参考資料】
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緊急時の協議会および協議会の⽕⼭専⾨家の役割緊急時の協議会および協議会の⽕⼭専⾨家の役割
３．緊急時の協議会および協議会の火山専門家の役割

（１）協議会の役割
活火山法上、協議会は平常時に警戒避難体制の整備を行うことを目的とした組織と位置付けられている。災害発生時

には災害対策基本法に基づき災害対策本部が国、都道府県、市町村においてそれぞれ設置され対応することとなる。し
かし火山の場合、噴火災害までには至らず火山活動が活発化した状態で留まるなど、明確な災害が発生していないもの
の規制範囲が設定され、火山活動の今後の推移を注意深く監視しなければならないような、災害時と平常時の中間的な
ケースが発生することが多い。このように災害発生の有無に関わらず、火山活動活発化時には通常、普段から関係機関
が施策の調整や訓練の実施等で連携をとっている協議会の枠組みを活用し、警戒避難対応を実施することになると考え
られる。協議会は、活火山法の法律上定められた平常時の事項を協議することは必須であるが、火山防災の関係機関が
一堂に会した貴重な機会であり、火山活動活発化時においても協議会の枠組みやネットワークを活用することは円滑に
防災対応を取る上で有効だと考えられる。
協議会における平常時の警戒避難体制の整備は、火山活動が活発化した場合や噴火が発生した場合など、いざという

ときに関係機関が一体となって防災対応できるように訓練等を行い準備しておくためのものである。その観点からも協
議会の枠組みを火山活動活発化時や噴火発生時等の平常時以外においても出来る限り活用することは行政側の円滑な対
応に資するものであり、各協議会は、そのことを十分認識した上で火山防災上必要な協議会の役割や協議すべき事項に
ついて、改めて確認し、その役割を規約において明確にしておくことが望ましい。

（２）協議会専門家の役割
平常時以外の協議会の役割について火山防災の円滑な推進のために何が必要か確認することと併せて、協議会に参画

する火山専門家についても、協議会として火山専門家に求める役割を明確にしておくことが望ましい。協議会の火山専
門家の役割を明確化しておくことは、いざというときに自治体等が協議会専門家から円滑に助言を受けられるというこ
とに加え、平常時以外の協議会専門家の助言行為が専門家個人としての活動ではなく自治体等が組織として行う公務の
一部として明確化するためにも重要となる。火山専門家は、所属する大学等の組織の代表ではなく専門家個人として協
議会に参画しており、他の協議会構成員と立場が異なることは考慮しておく必要がある。
役割の明確化には、委員等へ委嘱することが有効と考えられるが、協議会の火山専門家は平常時の協議会構成員とし

て委嘱等をされ、平常時以外の役割は必ずしも明確でないことが多い。さらに火山防災について総合的な対応を求める
場合には、非常勤職員として採用することも考えられる。求める役割に応じた火山専門家の位置付けを検討することが
望ましい。

火山防災行政に係る検討会(報告）
【抜粋】
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消防庁



【消防防災施設整備費補助金（平成30年度予算：13.2億円の内数）】

補助対象施設として、活動火山対策避難施設（退避壕、退避舎等）
が規定されており、当該施設を新設する地方公共団体に対し、整備に
要する費用の一部を補助。
平成28年度からは、既存施設の機能強化等に係る改修事業も対象

に追加。

【緊急防災・減災事業債（平成30年度地方債計画 ：5,000億円の内数）】
平成27年度から、活動火山対策避難施設（退避壕、退避舎等）を整備する事業も対象事業と

して追加。新設だけでなく、既存施設の機能強化等に係る改修事業も対象。

〈充当率〉 100％
〈交付税措置〉 元利償還金について、その70％を基準財政需要額に算入

〈事業年度〉 平成32年度まで

消防防災施設整備費補助金
補助実績（退避壕）

浅間山（長野県小諸市）

火山防災対策に係る消防庁の取組

※活動火山対策特別措置法第14条に規定された避難施設緊急整備地域にある桜島、阿蘇山、有珠山、伊豆大島、十勝岳、雲仙岳、三宅島、霧島山（新燃岳）。

平成30年度から、山小屋等の民間施設を活用した避難施設の整
備について、地方公共団体が補助する場合に係る経費を補助対象
に追加。

〈補助率〉 原則1/3（8火山（※）については、1/2）



⽕⼭防災対策として、消防庁では、これまでも市町村がおこなう活動⽕⼭対策避難施設（退避壕・退避舎
等）の設置・改修等を促進してきましたが、今年度から、⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤した避難施設の整備につ
いて、財政措置を拡充しました。

これにより、①既存の施設の有効活⽤、②コストの削減、③登⼭者への直接的な安全対策、④官⺠協働によ
る⽕⼭防災対策等、様々なメリットが考えられます。

今般、富⼭県⽴⼭町の弥陀ヶ原において、消防防災施設整備費補助⾦を活⽤し、⺠間施設である⼭⼩屋の噴
⽯対策⼯事がおこなわれましたので、以下にご紹介します。

本事例等を参考にするなど、積極的に⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤した避難施設の整備に活⽤ください。

１.消防防災施設整備費補助⾦（今年度拡充分）について

補助対象事業費 ： ３０００万円

市町村補助：９割
２７００万円

⼭⼩屋等
経営者
負担：１割
３００万

国補助：３割
９００万円

都道府県補助：３割
９００万円

市町村負担：３割
９００万円

活動⽕⼭対策施設補助率 : 原則 １/３

【市町村の補助⾦に対して国、都道府県が補助（例）】

申請内容調査

（12⽉上旬）
要望調査〆切

（１月末）

要望内容審査

（２月中）

補助金配分

（４月上旬）

交付申請

（４月上旬）

交付決定

（４月第３週）

※ 今後以下のスケジュールで要望調査等が⾏われますので、今年度中に⼭⼩屋関係者等と調整願います。

（２）補助スキーム

※ ８⽕⼭補助率 : １/２
活動⽕⼭対策特別措置法第１４条に規定された避難施設緊急整備地域に掲げる施設

桜島・阿蘇⼭・有珠⼭・伊⾖⼤島・⼗勝岳・雲仙岳・三宅島・霧島⼭（新燃岳）

市町村または都道府県が補助制度を設けていること

申請

消防庁

⼭⼩屋等
経営者

（１）仕組み

市町村

補助⾦

補助⾦

⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤した避難施設の整備について １/４

補助⾦

都道府県

連絡

※市町村が⾏う補助事業に際して
国及び都道府県が補助するケース

申請

申請



⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤した避難施設の整備について ２/４
２.⽴⼭町の事例【その１（概要）】

⽴⼭町補助⾦要綱

（２）補助スキーム

（３）事業内容

従業員とお客様の命を守るため、噴⽯対策を⾏いました。
これからも⽕⼭と共存して歩んでいきます。

（１）雷⿃荘

○ ⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤
した避難施設の整備、初のモデ
ルケース

＜雷⿃荘位置図＞

○ 弥陀ヶ原⽕⼭の⽕⼝から半径
２㎞以内に位置している

補助対象事業費 : 約２，３００万円

市町村補助：９割
約２，０７０万円

⼭⼩屋等
経営者

負担:１割
約２３０万円

国補助：３割
約６９０万円

雷⿃荘を避難施設として機能強化
するため、４階屋根裏倉庫の床⾯
にアラミド繊維の敷設⼯事を⾏っ
た。

【屋根裏倉庫床上アラミド敷設⼯事】・ ⼭⼩屋経営者に改修等に
関するアンケート調査実施

・ 新たに制定する補助制
度の説明
・ 事業スキームの説明

・ ⽴⼭町活動⽕⼭対策避
難施設整備補助⾦を創設

・ 意向調査の結果、雷⿃
荘が申請

⽕⼝

① 意向調査（３⽉９⽇）

② 説明会の実施（４⽉18⽇）

③ 臨時議会開催（４⽉26⽇）

④ 申請（４⽉27⽇）

⑤ ⼯事内容

【アラミド繊維とは？】
衝突速度80m/sで

こぶし⼤（10㎝）以下
程度の噴⽯（衝突エ
ネルギー4,192J）の
貫通を防ぐことがで
き、床上等に敷設することで、突発
的な噴⽕に登⼭者等が遭遇した場合、
緊急的に⾝を隠すことができる避難
施設として⼗分に機能を果たすこと
が期待できる。

⑥ 噴⽯対策イメージ

従業員とお客様の命を守るため、噴⽯対策をおこない
ました。これからも⽕⼭と共存して歩んでいきます。経営者の声

【決算前の⾦額を概算で表⽰】

衝撃耐⼒向上のための施設改修等に係る経費：９割補助⽴⼭町補助⾦

客室

アラミド敷設箇所
噴⽯

食堂

○ 標⾼約２，４００ｍにある⼭荘

避難場所

その範囲に相当する、１階
⾷堂並びに２階事務室及び
休憩室を避難場所に設定

＜地獄⾕と雷⿃荘＞

事務室休憩室 避難場所

４階屋根裏倉庫床⾯
（200㎡）にアラミド敷設 雷

鳥
荘

（平成30年１０⽉現在）

地
獄
谷

県補助：３割
約６９０万円



⽴⼭町担当者 富⼭県担当者

⼭⼩屋関係者

⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤した避難施設の整備について ３/４
３.⽴⼭町の事例【その２（ポイント）】
（１）改修・補修など、⼭⼩屋の動向を把握

（２）迅速な意思決定・予算化等

〇改修・補修⼯事とあわせて噴⽯対策⼯事をおこなうことで、⼭⼩
屋等の負担を軽減(費⽤、⼯期、宿泊客への対応など）

（３）官⺠協働による⽕⼭防災対策

① 上記（１）の⼯事の情報を⼊⼿してからの⾃治体、⼭⼩屋等関係者の迅速な意思決定
② ⾃治体担当者による丁寧な説明
③ 臨時議会の開催等、⾃治体による迅速な予算措置、対応

① 噴⽕時に逃げ込んでくる登⼭者への対応
② 従業員や宿泊客への安全対策
③ ヘルメットやガスマスクなど防災資機材の無償貸与
④ 地域防災計画や避難計画への位置づけ

① 営業時期への影響
１年のうちで５⽉〜１０⽉頃までしか営業できないことから、営業期間に極⼒影響

を与えないよう、屋根や壁の補修⼯事等と合わせて噴⽯対策⼯事をおこなう。

② ⼯事費の費⽤軽減

③ 宿泊客への不安軽減

⼯事のための資材をヘリコプターで運搬すると費⽤が嵩むため、雪が残っている春先
（５⽉頃）までにブルドーザー等でまとめて運搬することにより費⽤を抑えることが可能。

噴⽯対策⼯事をおこなうことにより宿泊客の不安を煽ってしまうことに繋がるおそ
れがあるが、改修・補修⼯事と合わせることで、宿泊客への不安を軽減。

＜⽴⼭町が実際に使⽤した意向調査確認表＞



⽴⼭町活動⽕⼭対策避難施設整備補助⾦交付要綱（ﾎﾟｲﾝﾄ）
○⼭⼩屋の定義（第２条第１号）

弥陀ヶ原⽕⼭⽕⼝から半径2km以内の⺠間の⼭⼩屋をいう
○補助⾦の交付（第３条）

⼭⼩屋の経営者が噴⽯等から観光客等の安全を確保ために衝撃耐
⼒を向上させる施設整備に要する経費に対して、補助⾦を交付する
○補助⾦の交付額等（第４条）

対象経費は、⼭⼩屋の経営者が実施する避難施設の衝撃耐⼒向上
のための施設改修経費の９割とする

⻑野県活⽕⼭登⼭者安全対策設備整備補助⾦交付要綱
（市町村が⺠間の施設に補助する場合のﾎﾟｲﾝﾄ）
○補助対象者（第１及び第４）

常時観測⽕⼭を有する市町村
○補助対象経費（第３）

⽕⼭防災協議会により強化の必要性が認められた⼭⼩屋に対し、専
⾨的な知⾒に基づいて⾏う屋根等を強化するための整備費
○補助⾦額（第３）

市町村が補助する額の１／２以内(整備費全体の２／５を上限）

市町村による補助要綱（例） 都道府県よる補助要綱（例）

⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤した避難施設の整備について ４/４
４.事業推進のために必要なポイント
（１）補助要綱の整備
〇 都道府県との補助内容等の調整、地域のニーズに沿った補助要綱の整備

（２）⼭⼩屋等関係者との信頼関係の構築

（３）改修・補修などの情報の把握（ポイント！）

（４）計画的な事業推進

〇 安全対策・補助事業等に関する説明会の実施
〇 防災資機材の無償貸与、避難計画の策定、 防災訓練の協働による実施、各種技術指導 他

〇 改修・補修⼯事と合わせて噴⽯対策⼯事をおこなうことで、⼭⼩屋の負担
を軽減できることから、積極的に情報を把握する

〇 都道府県、市町村による計画的な⽕⼭防災対策に係る事業推進・予算化
〇 ⽕⼭防災協議会との連携
〇 ⾸⻑への働きかけ 他

＜⽴⼭町弥陀ヶ原の⽕⼭湖＞



国土交通省



火山地域における土砂災害対策と重点施策

砂防関係事業における主要項目

地域を守る総合的な土砂災害対策 等

・激甚な土砂災害が発生した地域において集中的
に実施する災害対策

・下流域の安全度向上や重要交通網の保全に寄与
する土砂災害対策

・火山地域における土砂災害対策

・土砂災害警戒区域等の指定および避難体制の充
実・強化

火山地域における土砂災害対策

平成30年1月の草津白根山の噴火等を踏まえ、火山
地域において、予防的対策として砂防堰堤や遊砂地等
を整備するとともに、火山噴火に対し迅速かつ的確な緊
急対策を実施するための火山噴火緊急減災対策砂防
計画の策定、緊急対策用資材の製作・配備、火山噴火
に伴う土砂災害に関するリアルタイムハザードマップの
提供体制の構築、監視設備の強化等を推進する。

平成31年度重点施策

降灰ゲージ

降灰マーカー
降灰後降灰前

通常電源 予備電源

通信ルート（通常時）

通信ルート（非常時）
電源・通信
の多重化及
び電源状況
等確認装置
の導入

事務所等で電源・
通信の状況を把握
できる装置を導入

ヘリによる⽕⼝位置
・降灰範囲の調査

航空レーザ測量等による
地形変化の把握

砂防堰堤・
センサー等の整備降灰ゲージ

等の設置

通信等の多重化
緊急時におけるリアルタ
イムハザードマップ等に
よる危険区域の把握

レーダによる
降灰の監視

強靱ワイヤーネットによる対策例

 監視カメラの電源や通信のルートを多重化や光
ケーブルネットワークの集中的整備等など、監
視体制を強靱化。

 ドローン・無人ヘリの活用、降灰ゲージの現地
設置あるいはレーダ等を用いた降灰監視手法の
導入など、降灰状況調査の高度化。

 強靱ワイヤーネット等の備蓄等の積極的な導入。
等



４９火山における火山砂防ハザードマップ等の作成状況

※平成３０年３月末現在



リアルタイムハザードマップについて （平成３０年９月１９日報道発表）



500m
1km

2km

中之条町

長野原町

嬬恋村

草津町

高山村

山ノ内町

長笹沢川

湯川

東吾妻町

まつ かわ

長野県

群馬県
1km2km 鏡池 泉水沢

白根沢

殺生沢

万座川1 万座川2

カメラ③
（国交省）

地震計・空振計

カメラ①
（国交省）

地震計・空振計

カメラ
（草津町）

カメラ④
（国交省）

カメラ⑦
（国交省）

カメラ⑥
（国交省）

カメラ⑤
（国交省）

凡 例

： 噴火警戒レベル防災対応範囲
： 流 域 界
： 既設カメラ（国土交通省）

： 仮設カメラ（国土交通省）
： カメラ（草津町）
： カメラ（気象庁）

： 地震計・空振計（気象庁）
： 明瞭な降灰が確認できる範囲（国総研提供）

○降灰状況把握のため、関東地方整備局が１月２３日に防災ヘリコプターによる現地調査を実施。鏡池
から北東方向に向けて火山灰が堆積しているとみられる。

○２４日、土砂災害専門家（白木准教授（東京農工大）ほか）を現地に派遣。専門家からは、現時点で土
砂災害が発生するおそれは低いと考えられるが、状況変化に備え、引き続きカメラなどによる監視が必
要であるとの見解が示された。

○関東地方整備局は既設カメラに加え、仮設カメラ6基（計7基）を新たに設置。

振子沢
カメラ②
（国交省）

カメラ
（気象庁）

温泉街

カメラ④画像（国交省）※

鏡池

カメラ①画像（国交省）※

鏡池

カメラ⑤画像（国交省）※

鏡池方向

※利根水系砂防事務所ＨＰで公開中

土砂災害専門家による記者会見の様子

平成３０年１月草津白根山（本白根山）噴火に伴う砂防の対応



平成３０年４月５日の霧島山（新燃岳）噴火に伴う対応

○霧島山（新燃岳）では、４月５日（木）に３月２５日以来となる爆発的噴火が発生し、噴煙が一連の噴火で
最高となる火口縁上約８０００ｍまで上がったほか、火砕流が発生し、火口の中心から南東側へ約８００ｍ
（火口縁から約４００ｍ）流下した。

○九州地方整備局が４月５日に実施したヘリ調査及び同日地上調査では、新燃岳の東側で降灰が確認さ
れたが、流域を広く覆う明瞭な火山灰の堆積は認められなかった。今後も火山の状況を注視しながら観
測を継続。

○４月６日に、新燃岳周辺の雨量観測所（矢岳観測所）で最大時間雨量１２ｍｍ、累積雨量２９ｍｍの降水
を観測したが、土石流の発生は確認されていない。

① ②

1km

2km

新燃岳火口

3km

ヘリ調査及び地上調査（４月５日）の結果

雨量観測所
（矢岳）

地理院地図

鹿児島県

宮崎県

霧島温泉

①

②
④

③

：地上調査箇所 （降灰無し）
：地上調査箇所 （1mm未満）

：へり調査によって確認した降灰範囲

：写真の撮影方向

：県境

0.5mm未満

0.5mm未満

0.5mm未満

③

④
ＪＡＸＡによるＳＡＲ画像（4月8日23:37頃）

高原小学校付近

火口縁を乗り越えた溶岩

（国土技術政策総合研究所によるコメント）
・前回観測時（3月28日）に比べ、溶岩流が
西側斜面をさらに流下している様子が確認
できる
・東側斜面への溶岩流出は確認できない



●山梨県側における砂防事業の必要性

○従来直轄火山砂防事業を実施していた富士山の静岡県側に加え、今年度より新たに山梨
県側を直轄化し、計画に基づく対策に着手。

土石流による被害の状況（富士吉
田市下吉田泉町付近 S36）

富士河口湖町

御殿場市

河口湖

富士スバルライン

富士吉田市

鳴沢村

氾濫想定区域

富士山直轄火山砂防事業の実施

着工式の開催状況

日 時：平成30年6月9日(土) 10:00～11:00

場 所：山梨県富士山科学研究所（山梨県富士吉田市）

主 催：山梨県、富士山火山噴火対策砂防事業促進期成同盟会

出席者：堀内 詔子 衆議院議員、中谷 真一 衆議院議員、森屋 宏

参議院議員、後藤 斎山梨県知事、堀内 茂 富士吉田市

長、堀内 富久 都留市長、小林 千尋 西桂町長、高村

文教 山中湖村長、小林 優 鳴沢村長、渡辺 喜久男 富

士河口湖町長、

望月 幹也 身延町長、山梨県議会議員ほか 合計２２名

土石流により、５合目付近の富士ス
バルラインが寸断、６合目の県安全
指導センターが被災（山梨県 Ｈ3）

●直轄砂防事業着工式の開催

■後藤山梨県知事 挨拶
本日の着手式が、富士山の火
山噴火対策の更なる加速に向
けた契機となるとともに、今後、
着実に対策が進むよう、県として
も国会議員や県議会議員、期成
同盟会の皆様と協力しながら全
力で取り組んで参ります。

山梨県側における降灰後の土石流氾濫範囲想定と主要道路網

山梨県側の土砂災害の例



２０１８火山砂防フォーラム（桜島）の開催について

プログラム：

○研究発表
「桜島の恵み」
発表者 桜島島内の中学校の生徒さん

・コメンテーター
井口 正人（京都大学防災研究所 火山活動研究センター長）
松田 陽（東京大学大学院 人文社会系研究科 准教授）

○ポスターセッション・展示
・「全国火山防災取組み事例」・火山の恵み展

○事例紹介
①「桜島の《いま》を知る、伝える取り組み」 松本 積（鹿児島地方気象台長）
②「国土交通省の火山砂防の取組み」 吉栁 岳志（大隅河川国道事務所長）
③「火山噴火に向けた連携」 木場 信人（鹿児島県危機管理局長）
④「桜島と共生する鹿児島市」 森 博幸（鹿児島市長）
・コーディネーター：池谷 浩（内閣府 火山防災エキスパート）

日時：平成３０年1１月１日(木)～2日(金) 場所：鹿児島県鹿児島市
参加者：国、県、市町村等の関係職員及び一般住民等 約８００名
主催：火山砂防フォーラム委員会

火山地域の自治体が主体となって、砂防を含む火山防災の啓発と安全で
活力ある地域づくりについて理解を深めることを目的とし毎年各地で実
施しており、今回で2８回目の開催。

開催テーマ：火山を知り、火山と共に生きる ～活ける火山との共生を図る地域に学ぶ～

野尻川

春松川

北岳 南岳

来賓挨拶
（宮路拓馬衆議院議員）

会場の様子
（鹿児島市民文化ホール）

主催者挨拶
（鹿児島市長）

桜島周辺地域における先進的な火山防災の取組を全国に発信するとともに、火山を抱える
自治体の課題の共有及び解決に向けた方向性の議論等が行われ、今後の火山防災の発
展において有意義なフォーラムとなった。

自治体首長が出席された火山砂防フォー
ラム委員会※の市町村：
八幡平市、嬬恋村、糸魚川市、島原市、
高原町、阿蘇市、鹿児島市

※火山地域の自治体等で構成され、相互の情報交換及び
地域振興や火山砂防への寄与等を目的とした委員会



2018年11⽉15⽇
気象庁地震⽕⼭部⽕⼭課
⽕⼭防災情報調整室

1

⽕⼭災害時における気象庁の
⾃治体⽀援等について



2

JETT（気象庁防災対応支援チーム）の創設 平成30年5月1日



火山災害時における気象庁の自治体支援等について

3

本庁・管区
⽕⼭監視・
警報センター

地⽅気象台

地元⾃治体等
・活動⽀援
・⽕⼭監視
・状況解説

職員を派遣

火山災害時には、地元自治体等に職員を派遣します

支援内容
・救助・避難活動のサポート
・火山活動や気象状況の解説
・火山状況の監視 など



次世代⽕⼭研究・⼈材育成
総合プロジェクト

研究開発局 地震・防災研究課
平成30年11月15日

火山防災協議会等連絡・連携会議（第７回）

1



次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト 概要

先端的な火山観測技術の開発

火山透過技術 高エネルギー物理学

リモートセンシング 資源工学

火山ガス観測 地球化学
火山噴火の予測技術の開発

火山噴出物分析 物質科学

噴火履歴調査 歴史学、考古学、地質学

シミュレーション 計算科学

火山災害対策技術の開発

ドローンによる災害把握技術 測量、画像処理

リアルタイム降灰予測 計算科学、気象学

災害対策情報ツールの開発 社会防災

各種観測データの一元化

本事業で開発する観測技術による観測データ
及び既存の観測機器による観測データを、

一元化共有するシステムの開発

火山研究人材育成
コンソーシアム

博士課程学生を研究プロジェクトに参画
博士課程修了後にポスドクとして起用

人材育成プログラムへの
参画・協力

行政機関（国、地方）、
民間企業

修了証明書

大学
海外の

研究機関
国立研究
開発法人

地方自治体の
研究機関

集中講義

海外研修

フィールドワーク

事業の目的・目標
（アウトプット）

直面する火山災害への対応
（災害状況をリアルタイムで把握し、

活動の推移予測を提示）

火山噴火の
発生確率を提示

理学にとどまらず工学・社会科学等の
広範な知識と高度な技能を有する

火山研究者の育成・確保
（当面5年間で80人→160人の確保）

運営方針

事務局

① 「次世代火山研究推進事業」⇒プロジェクトリーダーの強力なリーダーシップの下、他分野との連携・融合を図り、「観測・予測・対策」の一体的な研究を推進
② 「火山研究人材育成コンソーシアム構築事業」⇒大学間連携を強化するとともに、最先端の火山研究と連携させた体系的な教育プログラムを提供

委託先機関：大学、国立研究開発法人等 事業期間：平成28年度～平成37年度

2

機動観測 地球物理学

協力・連携

次世代火山研究
推進事業

国内外の研究資源・教育資源を結集し、
主要３分野（地球物理学、地質・岩石学、地球化学）に加え、
工学、社会科学等の関連分野を体系的に学ぶことのできる
教育プログラム

人材育成運営委員会

※研究プロジェクトとの連携

各課題は
相互に連携・融合

プロジェクトリーダー



噴煙柱
シミュレーション

先端的な⽕⼭観測技術の開発

素粒⼦ミュオンを⽤いた
⽕⼭透視技術の開発

リモートセンシングを利⽤
した⽕⼭観測技術の開発

⽕⼭ガス観測・分析によ
る⽕⼭活動推移把握技術

の開発
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多項⽬・精密観測、機動的
観測による⽕⼭内部構造・

状態把握技術の開発

 新たな⽕⼭観測技術や解析⼿法等を開発し、
噴⽕予測の⾼度化を⽬指しています。

硫黄山

⽕⼭噴⽕の予測技術の開発
 噴⽕履歴の解明、噴出物の分析（噴⽕事象の解

析）を実施し、得られた結果をもとに数値シ
ミュレーション精度を向上させ、噴⽕予測⼿法
の向上、噴⽕事象系統樹の整備等を⽬指してい
ます。

噴出物分析による
噴⽕事象分岐予測⼿法

の開発

ボーリング、トレンチ調査、
地表調査等による噴⽕履歴・

推移の解明

数値シミュレーションによる噴⽕ハザード予測
（マグマ移動、噴⽕ハザードシミュレーション）

⽕⼭災害対策技術の開発

リアルタイムの⽕⼭灰状況把握
及び予測⼿法の開発

⽕⼭災害対策のための
情報ツールの開発

⽕⼭観測に必要な新たな観測技術の開発

位相シフト光⼲渉法による
電気的回路を持たない

⽕⼭観測⽅式の検討及び開発

マルチコプター

マイクロ波
送電アンテナ

火山監視・観測装置

送電波

送受信波
（観測データ）

ドローン等を⽤いた
上空からの送電及び

⾃動データ回収の技術開発

 ⽕⼭観測データ等のデータネットワークの
構築により、⽕⼭研究や⽕⼭防災への貢献
を⽬指しています。

 本プロジェクトで取得したデータのほか、
⽕⼭分野のデータ流通を可能なものから順
次共有を進めていきます。

 早ければ平成30年度中の運⽤開始を⽬指し、
システム開発を進めています。

観測データ

⽕⼭観測データ
ネットワーク

⼤学・研究者
プロジェクト
参画機関

他データ
ベース

防災機関

⾃治体⾃治体
⾏政機関

⺠間企業

防災科学技術研究所防災科学技術研究所

観測施設

ドローン等によるリアル
タイムの⽕⼭災害把握

 噴⽕発⽣時に状況をリアルタイムで把
握し、推移予測、リスク評価に基づき
⽕⼭災害対策に資する情報提供を⾏う
仕組みの開発を⽬指しています。

各種観測データの⼀元化

○次世代⽕⼭研究推進事業では、分野を融合した、先端的な⽕⼭研究を実施しています。
○平成29年度までの主な実施内容（抜粋）：霧島⼭など各地の⽕⼭で⽕⼭ガス観測、広帯域地磁気-地電流（MT）観測等の各種観

測を実施し、⽕⼭の内部状態に関する知⾒が得られています。様々な⽕⼭を対象にトレンチ掘削などの調査や噴出物の分析を実
施し、次の噴⽕の予測につながる噴⽕履歴の把握が進んでいます。その他、各課題において調査分析や技術開発・システム開発
を進めました。

○平成30年度、引き続き各課題において調査分析や技術開発・システム開発を進めています。

B‐1 B‐2

B‐3 B‐4

C‐1 C‐2

C‐3

D‐1

D‐3

D‐2

B2‐1
B2‐2

課題A

課題B 課題C 課題D

次世代火山研究推進事業
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火山災害対策のための情報ツールの開発（課題D-3）

4

〇課題D-3概要
本課題では「⽕⼭災害対策のための情報ツール」の開発を⾏っています．この情報ツールはいくつかのコン

テンツで構成され、平時及び発災時に⾃治体防災担当者の皆様が利⽤することを想定しています。そのため、
ユーザーである皆様のご意⾒・ニーズをお聞きし、コンテンツの中⾝（内容）やインターフェースに反映させ
る形で開発を進めて⾏きたいと考えています。（※後ほどアンケート調査にもご協⼒いただきたく存じます）
現在3つのコンテンツ（以下）を開発中です。

避難・救助⽀援コンテンツ（試作版）
登⼭客のビッグデータから、「（ある時間）どの辺
りに何⼈くらいの登⼭客がいるか」を明らかにし、
噴⽯シミュレーションなどから⼈的被害を推定する。

（平時の利⽤）
周知啓発・教育⽤コンテンツ（試作版）

⽕⼭に関する様々な情報を集約したサイト。⽕⼭・
⽕⼭防災に関する知識を⼿軽に学ぶことができ、資
料・画像・動画などを⼊⼿することができる。

（発災時の利⽤）
降灰被害予測コンテンツ（試作版）

観測データから得られる降灰情報等から、都市部に
おける降灰リスク評価に基づいた、降灰による（建
物、道路等への）被害予測情報をGIS上に表⽰する。

〇各種コンテンツ（開発中） 〇GIS版 ⽕⼭ハザードマップ

例）那須岳⽕⼭防災マップに載っている情報（⽕⼭灰、噴⽯、
溶岩流、⽕砕流の範囲）をGIS上でレイヤー表⽰できるよう
にしたもの。

現在多くの⽕⼭で⽕⼭ハザードマップが作成され、紙ベース
のものが存在します。これをGIS上で表⽰できるようにした
ものが、GIS版⽕⼭ハザードマップです。

現在30の⽕⼭でハザードマップをGIS版に変換済みです。
将来的には、常時観測⽕⼭50⽕⼭でハザードマップが存在
する⽕⼭全てでGIS版を作成し、無償で公開する予定です。



 平成28〜29年度、40名の受講⽣を受け⼊れ
(M1：18名, M2：11名, D1：7名, D2：4名)

 平成29年度：基礎コース38名（うち応⽤
コース4名）の修了を認定

 平成30年度、新たに22名（M1）の受講⽣
を受け⼊れ

<平成30年度の主な実施状況及び実施予定>
6⽉ 海外フィールド実習（イタリア ストロンボリ⼭）
7⽉ 海外フィールド実習（インドネシア シナブン⼭・トバ⼭）
10⽉ 蔵王フィールド実習（地球物理、地質／岩⽯）
10⽉ 雲仙フィールド実習（地球化学）、

特別受講⽣セミナー（雲仙）【対象：地⽅⾃治体職員等、受講⽣】
平成31年3⽉ 霧島⼭フィールド実習
・インターンシップ（⾃治体、気象研、産総研、防災科研、国⼟地理院等）

○ 最先端の⽕⼭研究を実施する⼤学や研究機関、⽕⼭防災を担当する国の機関や地⽅⾃治体など
からなるコンソーシアムを構築。

○ 受講⽣が所属する⼤学にとどまらない学際的な⽕⼭学を系統的に学べる環境を整えることで、
次世代の⽕⼭研究者を育成しています。

コンソーシアム参画機関（平成30年10⽉現在）
代表機関：東北⼤学
参加機関：北海道⼤学、⼭形⼤学、東京⼤学、東京⼯業⼤学、名古屋⼤学、京都⼤学、九州⼤学、⿅児島⼤学、神⼾⼤学
協⼒機関：信州⼤学、秋⽥⼤学、広島⼤学、茨城⼤学、⾸都⼤学東京、早稲⽥⼤学、防災科学技術研究所、産業技術総合研究所、

気象庁気象研究所、国⼟地理院
協⼒団体：北海道、宮城県、⻑野県、神奈川県、岐⾩県、⻑崎県、⿅児島県、

⽇本⽕⼭学会、イタリア⼤学間⽕⼭コンソーシアム（CIRVULC）

国内フィールド実習 海外フィールド実習
（ストロンボリ⼭）

⽕⼭学セミナー

 実施内容
主要３分野（地球物理学、地質・岩⽯学、

地球化学）の専⾨科⽬の授業
⽕⼭学セミナー（⼯学、社会科学等）
フィールド実習（国内／海外）
インターンシップ 等

火山研究人材育成コンソーシアム構築事業
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噴⽕の予兆が把握された場合や噴⽕が発⽣した際に、⽕⼭プロジェクトとして⽕⼭噴⽕緊急観測を実施
⇒ 得られた情報・観測成果をもって、⽕⼭噴⽕に対する減災・防災に貢献

噴⽕の予兆の把握
・研究者等からの情報
・⽕⼭噴⽕予知連絡会での情報共有
・気象庁が発表する解説情報等

噴⽕の発⽣
・研究者等からの報告
・噴⽕の発⽣に関する気象庁の情報
・その他、噴⽕発⽣の情報

専⾨家を派遣
（事前調査及び情報収集）

速やかに緊急観測を実施することが適切
と判断される場合は、情報収集を⾏いつ
つ、速やかに緊急観測の実施に移⾏

⽕⼭噴⽕緊急観測の実施

⽕⼭噴⽕予知連絡会
総合観測班

・気象庁等の機動観測
・⼤学等の調査観測

（科研費等） 緊急観測への
参加を促進

連携・調整等

総合観測班が設置された場合は、
緊急観測の結果等を活かして

総合観測班に参加

⽕⼭プロジェクト

⽕⼭プロジェクトの各課題における
成果の活⽤

気象庁、噴⽕予知連、地元⾃治体等へ
参考情報として積極的に提供

観測データ・観測結果等

⽕⼭噴⽕に対する減災・防災に貢献

⽕ ⼭ 噴 ⽕ 緊 急 観 測 部 会 に よ る 検 討

火山噴火緊急観測の実施
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⽂科省

地元⾃治体・
⽕⼭防災協議会

情報共有等

⽕⼭研究⼈材育成
コンソーシアム


	20_資料2表紙_関係府省庁からの報告
	21_【内閣府説明資料】火山防災対策の推進に係る内閣府の取組についてrev05
	22_【消防庁】火山防災協議会等連絡・連携会議資料
	23_国交省砂防部
	24_【気象庁】火山災害時における気象庁の自治体支援等について
	25_文科省資料

